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は じ め に
本稿の目的は,ア イシン精機の火災からの復旧の事例を通 じて危機的状況で












第二に,重 層的構造により集中的に発注をするという点,第 三に,部 品仕様の.
多様化とメーカー特注仕様化により,部品め互換性に欠けているとい う点であ
る。従 って,あ る特定部品の供給が突然止まった際 生産システム全体の機能
が麻痺する恐れがあるということである。.
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上記3つ め特徴 は,ト ヨタ自動東(以 下 トヨタと略称 す る)と1997年2月1
日に火災 に見舞われた アイ シン精機 とのブ レーキ関連部品の取 引関係 において
特 に顕著 に見 られ るため,ア イシン精機 の工場火災 は非常 に注 目を集 めた。確
か に火災 によ り,ア イシン精機 の刈谷第一工場か ら集 中的 に納 入 して きた特注.
.部品 の供給が途絶 えたため,ま もな く,ト ヨタ自動車のほぼ全 うインがス トッ.
プす る事態が生 じ.た。
しか し,ト ゴタ生産 ライ ンの全面操業停止 は火 災発生後め3日 間のみで終わ
り,6日 後 には通 常操業 に回復 す る 「驚異 的 な復 旧の早 さ」(『ウォLル ス.ト
リー ト.・ジャーナ ル』)につなが った。(潮 目新 聞』97年6月6日)
このように,柔 軟性 を阻害す る3点 の要 因を抱 えていなが らも,速 やか な復
旧を可能 とした秘訣は どこにあるのぎち うか。
本稿で は,リ ー ン生産 システムの中で の企業 間関係 にお ける柔軟性,特 に,
危機 にお ける完成車 メー カーの積極 的な事態収拾 の能力や事後的補償 に焦 点を.
あて,上 記.の疑問の答えを求めよ うとす る。
1リ ーン生産 システム研究における本稿の位置づけ
国 際 自動 車 プロ ゲ ラム(IMVP)の 豊 富 な調 査 研 究 の結 果 に基 づ い て,
Womacketal.[1990]はなぜ リー ン生産方 式が木星 生産方 式 よ り優 弗て い る
のか について,工 場 レベ ルの システム,製 品開発,部 品供給 システム,顧 客需
要へ の対応 に至 るまでの総 合的考察 を行 っている。 ここで はと りわ け部品供給
システムについて まとめてお くことにす る。1980年代半ば には,大 量 生産型企
業 の中には,社 外の部品 メー カーの賃金 の低 さこそが 日本 の部品供給 システ ム
.の強みだ と思い込み,社 内調達 の割 合を減 らした ところ もあった。 しか し,彼
らはこれ について,外 注か内鍵か とい うことは問題 の核心で はない と指摘 して
いる。 リーン生産 システムの部 品供給 の真 の鍵 となるのは,完 成車 メー カー と
部 品メーカーとの協力体制であ り,そ のよ うな協力的 な関係 を作 り出すため に,
コス ト分析 と利益 分配の合理的な契 約的枠組 みが必要であ ると述べてい る。
瞭 零..苧
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AsanumaandKikutani[1992],浅沼[1997]はこの契約 的枠 組み につ いて
一層踏み込んだ分析を行pて いる。浅沼はKawasaki&McMillan[1987]のモ
デルを参考に しなが ら,リ スク転嫁仮説 に対す る反対仮説 として リスク吸収仮
説(TheRiskAbsorptionHypothesis)を打 ち出 しu,定 量分析 を用 いて それ
を立証 した。例えば完 成車 メーカー と部 品メーカーとの関係を想定するな らば,
部品 メ「 カーには,ベ ッフ ァー としての部品 メー カー(限 界的サ プライヤー)
も.含まれている。 しか し,全 体部 品メーカー の集合 において限界サ プライヤー
の占める部分 は周辺 的に過 ぎない。 そのため,よ り核心的な機 能を果た してい
る部品メーカrは よ り高 くラ ンク付 けされてい る部品 メー.カー (衛 星型 サプ ラ
イヤー)だ といえる。
このよ うな完成 車メーカー(中 核企業)と 衛星型サ プライヤー との契約的諸
慣行 か ら分 かるこ とは次 の二点であ る。第.一に,完 成 車メーカー(中 核企業)
側が取 引に伴 うリスクをか な りの程度吸収す る。第二に,こ の リス ク吸収 の程
度 は,(1)当該 部 品 メー.カー (サ プ ライ ヤー)の ビジ ネ スが完 成車.メ.一カー
(中核 企業)に 集 中 して いれば集 中 している程大 き くな り,② 当該部 品 メー
.カー(サ プライヤー)の 供給 してい る部品の品 目の性 質で みた現在 の位 置が,
サプ ライヤーの進化 とい う視点か ら考察 して より進化 の程度が低い ものであれ
ばあ るほ ど大 き くなる。第一 点及 び第二点 を合わせ,リ ス ク吸収仮 説(The
RiskAbsorption.Hypothesis)とい う。
リスク吸収仮説 を証明す る過程で,浅 沼は中核企業がサ プライヤーを用 い る.
主 な動機 は,景 気変動 に対す る.バッフ ァー を作 ろ うとす るこ とでな く,部 品.
.メーカー(サ ブラ.イヤー)に 蓄積されている専 門的な諸能力 を利 用 しようとす
るこ とだ と述べてい る。そのたや,生 産ネ ッ トワークが適応性 を備 えるには関
係 の持続性が必要 なのであ る。
以上 の諸研究 は主 に平時 における リー ン生産 システムの部品供給 の効率性 及
び合理的 な交換関係について論 じている。
1)BanriAsanumaandTatsuyaKikutani[1992],p.4-5.浅沼萬里[1997],275-276ページ。
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トヨタは1937年に設立 された完成車 メー カ.一であ り,1997年3月現在,.資本
金が約3,546億円,従 業員が約70,524人2),売上高 はユ996年4月～97年.3月の基
準で9兆1,047f&円に,経 常利益 は6,204億円に達 して いる3〕。 トヨタの 国内 自
動 車生産台数は!996年の時点で 日本国内の総生産台数10,345,786台の約$3.0%L
に半た る3,410,060nに,海外生 産は1,346,033台に至 っている41。
ト ヨ タ は14社 の グ ル ー プ 企 業 を 抱 え て お り,更 に 傘 下 に 部 品 メ ー カ ー を 組 織
し,「 協 豊 会 」 と.「栄 豊 会 」.とい う協 力 会(二 豊 会)を 持 っ て い る 。 協 農 会 は
地 区 別 に 東 海,関 東,関 西 に 分 か れ て 組 織 さ れ て お り,そ の 加 盟 社 数 は187社
に の ぼ る 。 中 心 と な る 東 海.協豊 会 に は150社が 力11盟し て い る が,そ の150社 は 取
2)大 蔵省[1997]「有価 証券報告書総覧 トヨタ自動車株式会#f]No、16-21,珍ページ。
3〕 同.L書。
4)「 日本の 自動 車産業02」トヨ タの概 況 〔htΦ=//www.toyota.co.lp/G罰ikyo/G2/2-4/2-4b-O含.
h　皿1).









扱部 品に.よって1部 会(付 属 ・部 品関連 の41社),2部会(機 関部品関連の61
社),3部 会(車 体 ・ボデ ィ,外 装関連 の48社)に 分類で きる。関東協豊会 は
63社,関西協 農会は29社0加盟杜か ら構成 されてい る。栄豊会は治工具部会 と
して20社,施設部 会 として47社,機械部会 とし"C16社が報告されているが,.重
複加盟 を除 くと合 計78社か ら構成 されてい る。ただ し,協 豊会 と栄豊会 の双方
に加盟 してい る企業 も12杜あ り.協 豊会の中で も東海 ・関東 ・関西協豊 会の2
組織以 上に重複 加盟 して いる企業 もある%ト ヨタグルー プの各社 は2社 を除
いて三豊会 に加盟 してい る。.
アイシ ン精機は1949年愛知工業株式会社 とい う社名で設立さ札1965年 には
新川工業株 式会社 と合併 し,ア イシ ン精機 とい う社 名に変更 され だ;。事業分
野 は自動車部品 と住生活部 品や エネルギー ・環境関連の分野であ り97年3月現
在,資 本金 が346億円,売 上 高が5,190億円,経 常利 益は187億円,従 業 員数が
.11,040名にのぼ っている7〕。 アイシ ン精機 は トヨ タグループの企 業であ り協豊
会 に所属 してい る。 同社 に出資 してい る大株主 としては トヨタが約22.6%を,
豊 田自働 織機製作所が5.3%の株 を保 有 している%売 ヒ高における トヨタへ の
納 入額 が占め る割合は約63.ユ%に達 している臼〉。 アイシ ン精機 の現 社長であ る
豊 田幹司郎 は トヨタの名誉会長で,大 野耐一 と共に り一 ン生産システムを築 い
て きた豊 田英 二ゐ長男で ある。豊 田幹司郎は生え抜 きであるが,副 社長 の進藤
和彦 と取締役 の斎藤治彦 は トヨタ出身であ り,ト ヨタの豊 田章 一郎 は監査 を,
愛知製鋼の大西利美 は取締役 をそれぞれ兼任 してい る10;。アイシ ン精機 は傘下
.に12社で構 成され る 「オールアイシ ン」 とい うグループ企 業群 と約88社の企業











1997年2月1日午前4時10分 頃,ト ヨタの大手一次部品 メー カーであ るアイ
シン精機刈谷工 場の第.・工場が操業 中の火災で全焼 した。火災の出火原因 とし
ては 「切削 ドリルの過熱⊥ 「電気配線か らの出火」,「モー ター類 の過熱」 が指
摘 され てい る。(「朝 日新 聞197年3月7日,『 中日新 聞』97年2月7日)刈.谷
工場は敷地 面積が40万5」f.平方 メー トルで,約850人が昼夜2交 替制で勤務 し
ていた1%火 災当時,操 業 中の別 人は全 員無事 に避難 したが,火 災による アイ
シン精機の被害額は約18億5千万 円以.ヒにのぼ るとされ るL%
刈谷工場の五棟 の工場 の一つで ある第一 工場で は主 に,ブ レー キや クラッチ
関連の3部 品で あ るタ.シデムマス ターシ リンダ」(以 下TM/Cと 略称す る)
が 月間38万個,ク ラ ッチマ ス ターシ リンダー(以 下CM/ご と略称す る)が 月
間21万個,プ ロポー シ ョニ ングバ ルブ(以 下PV.と 略称 す る)が 月間48万個
生産 されて いたL%(「日本経済新聞197年2月3日)こ の3部 品の約8割 が ト
ヨタに納入されてお り,残 り2割 は三菱 自動車,い す"自 動車 などに出荷 され
ていた陶。 なお,ト ヨタが購入 してい る3部 品の約8～9割 が アイシン精 機製
とされ てお り,「セルシオ」,「ス ター レッ ト」を除 く トヨタ車 の殆 ど全 ての車
種 に採用 されている。(『日本経 済新 聞』97年2月2日,3日)3部 品 は特注仕
様の部 品で あ り,細 部仕様が多か った。その3部 品の内TM/CとCM/Cは
アイシ ン精 機の刈谷工場内の別工場や アイシ ンの.関連会社で代替生産が可能 と'
12)午前8時 か ら午後5時 まで,午 俵9時 から午前6時 まで働 き,土 日には原則 として休み として
いた。(『朝 日新聞』97年.2月1日夕刊)
..13>199ア年2月19R,鈴木泰寛 ア.イシ ン精機取締 役は会 見で火災に よるアイシ ン精機 の損害は,焼
けた工場建屋や機械設備,製 品だけで も1呂憶5T.万円に上 るとい うことを明 らか にした。(「日本
経済新聞.…197年2月20日.,「毎 日新 聞』中部,.97年2月20日)
14)アイシン精機刈谷工場の方に問い合わ せてみ た結果,当 時刈谷第一工場で実際生産されていた.
のは,3品 目以上である ことが分かったが,.ここで は,生 産量が多 く,被害 も大 きか った3品 目
を主 な対象 として考察す ることにする。
15)『毎[1新聞』中部,1997年2月4目では 「……ア イシ ン精機 も約2割 を日産 自動車、三菱 自動
車.1:業,いすr自 動 車な どに出荷。」 と報 じられてい るが,筆 者の実地 調査 の結果,上 記の3部
品に打けるアイ シン精機 と口座 自動車 との間の取 引関係はなか った ことが分か った。(アイシン
精機,聞 き取 り,1998年2月28目)
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されていた。 しか し,PVは 刈 谷工場 の第一工場 で しか生産 され てい なか った
ため,3部 品の内,代 替生産 の立 ち遅れが最 も懸念 され ていた。
このよ うに,第 一 に,上 記の3部 品が トヨタ特注部 品で,各 部 品の細部仕様
が 多か った点,第 二 に,そ の中 のPVは1社 の1工 場で 限って集 中,集 約 生
産 され てきた点,第 三 に,必 要最小 限の在庫 しか抱 えていない とい う トヨタの
生産 システムの特徴 とが重な ったため,ト ヨタの全生産 ライ ンに及ぶ影響 につ
いて当初か ら厳 しい予測がな された。 トヨタの生産管理 を担当 していた渡辺捷
昭取締役(現 常務)が 「トヨタの生 産 ライ ンが一 ヶ月 ス トップす る」 と覚悟 し
ていた16〕とい うことか らも,当 時 の事態 の深刻 さが読み取 れ る。又,水 谷研 治
東海総.合研 究所社 長は 「トヨタ自動車 の生産が本格軌道 に乗 るには2-3ヶ 月
がかか る可能性 もあ り,部 品会社か ら素材産業 まで幅広い業種 の操業率 に直結
す る」 と予 測 した。(『日本経済新 聞」地方経 済面,97年2月5.日)
確か に ト∋タはま もな くほぼ全 うイ ンを止 めな ければな らない事態 に陥 った
のだが,そ の後徐 々に操業 を再開 し当初の見 通 しよ り遥か に早 い回復 を見せ は
じめるP
3ト ヨタの対応
.トヨタは火災直後 か ら,代 替生産の対応の対象 をPVとTM/Cの2種 類に
.絞 った。対応の方向 は,在 庫 の活用,緊 急対応 と暫定対応 との.3つであ った罵。
(1〕在庫 の活用
PVの 場合,ま ず,国 内生産 ライ ンを一時停止 し,部 品在庫 を把 握 した。一
方,海 外 生塵用 の部 品在 庫 において は,2.月4日 か ら15日まで海外KD生 産
ライ ンを完 全 に止め,海 外KD生 産 向けのPVの 在庫 を国内生産向 けに急遽
廻 し,急 場 をしのいでか ら,あ とで輸送の方法を船便か ら空輸に切 り替え,海
16)渡 辺 捷 昭 トヨ タ常 務,聞 き取 り,1998年1月8日 。 又,r日 刊 工 業 新 聞』97年9月3日 の 内 容
と も一 致 して い る。
17)同 上 。
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外生産 の方 を補填す る方法が 用い られた.團。 しか し,部 品在庫 の抑 制 とい う ト
ヨタ生産 システ ムの.特徴のため,国 内生産 向けと海外生産向 けの在庫 は1日 一
1日'トに過 ぎなか った。従 って,在 庫 の活用 の効果 は非常 に限 られていたb
② 緊急対応
「緊急対 応」 として関連企業 に緊急代替生産 を依頼 した。デ ンソー,住 友電
工,豊[E.工機 の他,2月4日 か ら協 豊会の約20社を中心 にPVの 代替 生産が
開始され,2月10日 現在での代替生産先 は29社に広が った19。代 替生産先 は吏
に増 加 し,2月19日 の約60-70社を9一 クと して勢),3月31日まで には11社に
減少 しだU。 これ らの代替生産先 に対 して トヨタの生産技 術部 か ら,汎 用 ライ
ンの組立 な.どの指導が行われた。.
〔3)暫定対応
暫定対応 の内容 は具体 的にはア イシン精機 にPV.とTM/Cの 汎 用うイ ンを
敷 くこ とで あ った。PVに おいては,2月14日 まで,ト ヨタ主導 で半 田工場
.の一階の遊休設備に順次 ラインを設.置した。生産技術や生産準備 において トヨ
.タか ら全面的な支援 が行 われ た。2月22日 には,福 山 にあ るホー コス とい う機
械 メー カーで行 われていた焼 け残 った専用設備の修理 も完 了 し,大 量 に代替生
産す る ことがで きるよ うに なつだz}。TM/Cにおいて は,刈 谷 第二工場 や半
田工場 の二階で汎用 ライ ンを敷いた。 ここでは,当 初 アイ シン精機が ライ ンを
設 置 したが,生 産準備や工程 の手直 しな どが,ト ヨタの 主導で行われた。 トヨ
.タか らアイ シン精機への応援 は2月10日現在 まで にのべ1200人に達 した。.支援
の詳細 は,本 社か らの生産技術担 当.者(66人),工場か らの技術 者(57人),と











図1PV,TM/C,CM/Cの 代 替生 産 に参 加 した 企 業 群
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注1=上 記 のPVの 代 替生産先60社(アイ シン精機,ナ ブ コ以外)は1997年2月17日の時点 に、
TM/Cの代替生産先6杜:x1997年2月2D日の時点 でア イシ ン精機 によ り把 握された代替土産 先
であ る。当初 は協力 会外部品メーカーか らの代 替調達が注 目され た(『日本経済新聞」97年2月
4日,『中日新 聞」97年2月5口,7日)が,協 力会外部 品メーカーか らの代替生産の実権 は非
常に少なか った。例 えば,日 産 自動車 と取引実績の多い,神 戸製鋼所系のブ レーキ部 品メーカー.
n社の場 合,代 替生産 には参加 した もののそ の実績 は殆 ど皆無であ った。
注2:ト ヨタグループは2社 を除いて全 て協豊 会に加盟 してい る。又 オール アイ シンの3社 も協 豊会
に加盟 している。
注3:P,T.Cぽ それぞれPV,TM/C,CM/Cを表 してい る。
出所:ア イ.シン精機,聞 き取 り,1998年2月28日。
このよ うな トヨタの二元 的な対応 によって,PVの 代替供給量 も徐 々に回復
した。2月5.日 は既 に2,000個㌘3,000個が確保 され,重 点車種 の生産工場 に優
先 的に配分された。(『日本経済新 聞』地 方経 済 面,97年2月5日,『 北 海道新
聞』97年2月5日)2月19日 頃には36,000個を,.2月27日には40,000個を生産
した。(「朝 日新聞』97年2月20日,『中 日新聞』97年4月1日)
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代 替生塵 に参加 した主 な企業群 は,ア イシ ン精機,Ai協 力会(以 下,オ ー
ル アイシンと中部 アイシン協 力会を合わせてAi協 力 会 と略称す る),協豊会,
ボデーメーカー,協 力会外の部品メーカーに分 けられ る。
.図1か ら分か るように,代 替生 産の主軸 を成 してい るのは,ト ヨタとアイシ
ン精機 の協力会のメ ンバーの企 業が多か った6
4ト ヨタ生産ラインの速やかな復旧
火災で アイシ ン精機 の刈.谷工場 の第..・工場が全焼 した2月1目 に,ア イ シン
精機は先ず被害状況 と部 品在庫 を確認 した上,関 係 企業 の協力 を得 て早速 にラ
イ ン組 替に着手 した。(1'毎日新聞』 中部,97年2月2日)
火災 直後か ら トヨタとアイシン精機 内ヒ対策 本部が設置 され,ト ヨ タ,ア イ
シン精機 の区別な く一体での対策がなされた岡。前述 したよ うに,ト ヨタは限
られ ていた在庫 を.活用 しなが ら,緊 急対応 ≧して,急 遽協 豊.会を中心 に代替 生
産先 を手配す ると同時に,暫 定対応 として トヨタ主導で アイシン精機 の半田工
場 に部品の暫定汎用 ライ ンを設置 した。
2月2日 は休 日のため ライ ンは停止 したが,.トヨタとアイシン精機が対策 を
協 議 した。 アイシ ン精機 は この 目,.デンソー,豊 田工機等 ρ各社 にPVの 加
工 を依頼 し,又,工 作 機械 メー.カー に加工機械 を発 注 した。(『朝 日新 聞』、.97
年.2月3日)又,.ア イシン精機の一部生産 ラインを これまで の計16時間稼動の
2交 替勤務 制か ら,24時間稼働 の3交 替 勤務制へ と移行す る方針 を固めた。
(『中 口新 聞197年2月3日 夕刊)
トヨタは在庫 を確認 し2月3日 に一部操業 をす るこ とを決めたが,そ の後の
生産 の見通 しが不透 明なため,RVな どの売れ筋の車種を優先 し:た生産態勢を
グループ全体で採 っだ%
2月3日.には委 託生産を含 め トヨタの20工場の30ラインの内8ラ インを除い
























注1:火 災 前 の 生 産 台 数 はls,000-16,000台で あ った Ω
注2:ト ヨ タは2月 目 口 〔上)の 休 日出勤 の予 定 を変 更 し,休 日 と した 。 残 業 の ラ イ ン
が 出 始 め た の は2.月10日で あ り,通 常 稼 動 に戻 っ たの は2月17日 の こ とで あ る。2
月15日 〔土)は 休 日操 業 で あ り,残 業 ラ イ ン と定 時 稼 働 ラ イ ンの 両 方 と も見 られ る 。
い ず れ も.国 内 向 けの 生 産 推 移 で あ り.KD海 外 生 産 は2月4ロ か ら15ロま で 生 産
を とめ,国 内 向 け生 産 を優 先 と した。
注3=.『 中 日新 聞」97年2月14日 で は.2月10日 の 生 産 台 数 を1万 台 程 度 と記 さ れ て い
るが,こ れ は1万3干 台程 度 と訂 正 され るべ きで あ る.他 にr毎 日新 聞」97年2月
4日,m本 経 済 新 聞 』97年2月8日,「 中 日新 聞 」97年2月11日,潮 目新 聞jg7
年2月18日 の 内容 ぽ.聞 き取 りの 結 果 と一 致 して い る。
.出 所:ト ヨ タ自動 車 生産 管 理 部,聞 き取 り,1998年1月7日 。
肋.曜… … 肋 肉「....「




























て11工場22ライ ンが操 業停 止 に追 い込 まれ た。.同日の 自動 車生 産 台数 は約
4,000台であ った26)。
2月4日 と5日 には,受 注残 の多 か ったRV用 の ミニバ ンの タウ ンエー
ス.・ライ トエース 「ノア」 を委託生産を している ダイハ ツの池 田工場の1ラ イ
ンに優先 的に部品 を供給 し,そ れ以外の19工場 の29ライ.ンを止 めた。生産台数
も2月4日 と5日 にそれぞれ一 日当た り約1万5,6千 台の.水準 か らそれぞれ,
一 日当た り約660台と560台程度 に落 ち込 んだ馴。一方,2月5日 か ら海外KD
生産補給 晶ラインが稼動された牝
26)同.r,
27〕 同 上 。
28}同 上 。
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2月6日 には,田 原工場(愛 知県 田原町)の1ラ インと委託先 の 日野 自動車
工業羽村 工場(東 京羽村市)が 操業 を再 開 し,全 部 で3ラ インのみ が稼 動 し
た。 同日の 自動車 生産台 数は約1,350台に至 る劉。 トヨタの田原工 場で.は,ラ
イ ンー本 を動 か し,売 れ筋 のRV「 ラ ン ドクルーザー ・プラ ド」 と 「ハ イラ ッ
クスサー フ」の生産を再 開 し,通 常通 りの2交 替勤務制 と してい る。 しか し,
RVの 「RAV4」や 高級車 「クラウ ン」 な どを生産す るラインは停止 した まま
であ った。 日野 自動 車 の羽 村工場 は,1996年9月か ら委託生 産 を始めたRV
「ハイ ラックスサー フ」の生産 ラインを再稼働 させ た。 同社 の2月6日 の生産
量 は通常 の水 準に近 く,約150台にのぼ?た 。 〈『朝 日新 聞』97年2月6日 夕
刊)
2月7日 早朝 になって,20工場 の30ラ嫁 ン全 うインで生産を再 開 し始 めた。
生産台数は11,600台水 準であ っだ ㌔ 殆 どす べての ラインで早朝一 夕方,夕 方
一深夜 の2交 替勤務制 を行 った。(『朝 口新 聞』97年2月7日)
2月8日 に予定 されていた土曜 出勤 は中止 された鋤。
その結果,2月10日 は朝か ら全工場で本格操業 を開始 し,一 部 の工場 ・ライ
.ンでは残業 に踏 み切 る所 も出始め,一 日当た り生産台 数は12,600台程度であ ら
た認)6この.一日当た り生産 台数は徐 々に伸 び,.2月13日に約13,000台に上 り,
2月17日には約14,600台の フル生産体制 に戻 ったのてあ る33)。
結局,火 災 による減産 は,ほ ぼ全工場の生産 ラインが止 まった2月3日 か ら
6日まで と,通 常 の操業 に戻 った7日 以降の残業削減によ り,輸 出用 を含め約
70,000台となった。(r朝日新聞』97年2月18日}そ れを挽 回す るた め,ト ヨタ
..は3月 の土曜 日の休 日出勤 と残業の回数を増や し11交 替勤務制で～らった土曜







を明 らか に した。休 日出勤専1交 替勤務制か ら2交 替勤務 制へ の変更 におい て
は,労 働 組合 に要請 し労組 もこの要請を最終 的に受 け入れた結果 であ った。
(『中 日新 聞』97年2月.18日.)4月以降 も期 間従 業員約3,000人の体 制 を維持す
るなどの増産対応 を採 った。
トヨタ生産 ラインと生産台数 は早 く立 ち直 った。それは,.火災で供給不能 に
なった3部 品の代 替供給が可能で あったか らであ る。.とりわけ,代 替生 産の最
も困難 とされたPVの 代 替供給 が予想以 上に迅速 に行 われ たのが,原 動力 と
なった。
一方,完 成車 ラインの操 業停止 は他 の部品 メー カー に影響を及ぼ した。次 に
他 の部 品メーカーへの影響 と,そ れ に対 して トヨタ とアイシン精機は どのよ う
な補償 を行 った のか をみてみ る。
5部 品メーカーへの影響と休業補償
トヨタの完成 車ライ ンが止.まり,ト ヨタの一次,二 次,三 次 とい った重層的
部 品メーカーにか んば んが回 って こな くな り,た だ ちにそ の影響が 及び始めた。
全 トヨタ.労働組合 の調査 によると,製 造 業や輸送 業の83組合 の約76%に当た る
63組.合で,今 回の操業停止 によ り,生 産 ライン停1.Eなど,何 らの影響がでてい
る。(『朝 日新聞」97年2月5日 夕刊).被害が報 じられ た具体 的な部 品メーカー
と して はデ ンソー,豊 田 自動織機製作所,愛 三工業,豊 田合成,フ タバ産業,
豊 田工機,豊 田鉄工,豊 田紡績,中 央発條,住 友電装,ア ラコ産業,東 海理科
電気製作所,ア スモ,ア ー ト金属工業,小 糸製作所,村 上開明堂,.共和 レザー,
新 日本製作所,.伊藤製作 所,本 手 洋工業,伊 藤 金属工 業,宇 和 島 シロキ,ソ
.ミック石川,ヤ マハ発動機等多数の部 品メーカーに及ぶが実際 にはよ り多 くの
部 品メーカーへ の被害が予想 され る31}。
34>1愛 媛 新 聞 』97年2月6己.,『 朝 日新 聞 」97年2月4日,4日 夕 刊,3月1日.「 中 日新 聞197
年2月5日,6日,「 静 岡新 聞 』97年2月6日,『 日4:経済 新 聞 』 地 方 経 済 面,97年2月5日,
『日刊 ⊥ 業 新 聞19742月5日 。
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しか しなが ら,ト ヨタの完成車 ライ ン30ライ ン全てが2月7日 に再 開す るに
つれて デンソー,.豊田 自動織機製作所 などの部品 メー カーはほぼ通常 の生産体
制 に戻 った。(『産経新.聞』97年2月7日)又,愛 三工業,豊 田合成 も2月5日
まで は60%の操業率 にとどま ったが,2月6日 には工場焼失前の80-90%程度
にまで戻 った。 フタバ産業 も.2月.7日か ら操業 を再開す る予定であ った。(r産
経新聞』97年2月7日)
一方,こ のよ.うな部 品 メー カーへ の影響 に対 して,ト ヨタは2月24日 までに
百数社 の一次部品 メー.カー を対象 に1～3月 分の部品購入価格を一律 的に1%
値 」.二げす ることを決 めた。 これによる トヨタの負担 は約150億円近 くになる と
見込 まれ る。 この措置 につ いては円安 を背景 とした トヨタの経常利 益増を一次
部 品メーカ.一へ還元す るもの との見方 もあるが同時 に,損 害補償の一環 として
み るこ ともで き.る。.結果的に,一 次部 品.メー カーのデ ンソーへの補 償金は15億
一20億円,ア ラ.コへの補償 金は3億 ～4億 円 となると予想.され る。
更に,ト ヨタか ら損 失補償 を受 けたデ ンソーなどの一次部品 メー カーは,ト
ヨタか らの損失補償金を再分配 し,ほ ぼ全額 を傘下の下位部品 メー カーへ譲 る
ことを決 めた。例 えばデ ンソーは トヨタか ら受 けた金額のほぼ全てを下位部 品
メーカーへ と還元す ることを決め,ト ヨタか らの補償金は3月 中に下位 部品の
影響度 に応 じて下位部品 メー カーへ と再分配 され ることにな った。又,ア ラコ
も取引 のある二次部品 メー カー約40社を対象 に影響度 に応 じて購入価格を引 き
上 げ補償金 を再分配す ることとした。
特 に注 目されたの は,こ の事態 と直接 的に関わ ってい るアイシン精機か らの
補償で ある。 アイシ ン精機の豊 田幹 司郎社長 は3月6日 の記者会見で アイシン
精 機の傘下の 下位部 品メーカー約360社に対 し,生 産対 応協力金 と して,.1～
3月 まで の部品.購入価 格 を1%引 き上 げる ことを明 らか に した。(『朝 日新聞』
97年3月7日)こ の措 置 は トヨタと同様,部 品購入価格 を引 き.Lげて計約6億
5千万 円を 「休業補償」 として被害 を受 けた下位部品 メー カー に再分配する と
い うもので ある。(r朝日新 聞』97年3月6日)な お,被 害 を被 った トヨタや三
??? 144(586)..第163巻 第5・6号 ・
菱 自動車 に対 しては,補 償 の要請があれば応 じるとの方針だが,ト ヨタや三菱
自動車等か らの補償の要請の如何 は分 っていない。(1.毎日新聞』中部,97年3.
月7日)以 上の よ.うに,事 後補償 においては トヨタと一次部品 メー カー とい っ
た上位の企業か ら下位 の部 品 メーカーへ と段 階的 に行われた。
一つの部品の供給 が途絶える ことによって,完 成車生産 ライン及び,部 品供
給 システ ムの中の多数の企業に影響が広が った。その影響 は トヨタへの納 入の
割合が高 ければ高い程顕在化 した。
しか し,代 替供給 が進み,完 成車生産 ラインが立ち直 るにつ れて,部 品メー
カー も直ちに復 旧 した。又,ト ヨタとアイシン精機か ら部 品メー カーへ の休業
補償 が行 われた。
以上,ト ヨタの部 品供給 システムにお けるアイシン精機 の工場火 災の影響や
復旧,補 償 について考察 を行 った。 ア イシン精機 製 のPVは トヨタ以外 に も,
三菱 自動 車や いす マ自動車,ス ズキにも納入 されていた。本稿で は トヨタ以外『
の完成車.メー カ ーへ の影響.については割愛す る。
III危機的状況におけるリーン生産の部品供給システムの柔軟性
以 下で は,1997年2月ユ目.に起 こった アイシン精機 の刈谷第一工場での火災
による部 品供給停止 に対す る トヨタ生産 システムの全社的 な対応 において,完
成車 メーカーの調整能力について考察 してみ るこ とにす る。 この調整能力 には,
第一7..'に,事態収拾 にお ける主導性,第 二 に,事 後補償が指摘 で きる。 ここでは
前者 に焦点 をあてて議 論を進める。
アイシン生産の火災の復 旧が遅れ る と予想 されたの は,第 一 に,部 品在庫が
少 ない点,第 二に,集 中的発注,第 三 に,部 品仕様 の多様性 や特 殊性で あった。
こOD3点を解決するために,ト ヨタは 「全社 的で迅速な代 替生産」 の方針 を.
打ち出 した。迅速性が 要求 され るのは部品在庫 が限 られていたか らで あ り,全
社的対 応が要求されるのは,部 品の互換性 が低 いため,他 社 の同種部 品を調達
す ることが困難で あったか らであ る。




















江1:協 力会外部品 メー カーでの生産量ほ ごくわずか'(あるため,ナ イシ ン精機で は.
その生産量を 「協豊 会」の生産量 に加えて産出 している、.
注2;こ こでの 「ホー コス1と はホー コスで行われ たPV加 工 の実績で ある7前 述の
ように焼 け残 ったPV専 用機 の修理 はホーコ.スで 行われ た,し か し,PV専 用機
の修理が完了 した後 も直 には アイシ.ン精.機に戻 さず に本来修理先で あったホーコ
スーCrvの加]1にも着手 した。その ため アイシ 詫精機 と トヨタか ら人員 とPV
の材料が ホーコスに送 られたので ある。結局 ホー コスが場所 を提供 した ものの,
PV加 工に従事 した主な主体 はアイシン精機であ っ鵡

























注:「 試 作 儲 口 刈 谷 第 二 工 業 」 「工 機 」 「半 田 」 とば,ア イシ ン精 機 の 工 場 で あ る.
出所=ア イシ ン精 機,聞 き取 り,1998年2月28目.
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迅速で 全社 的な対応のため1ト ヨタは3つ の対 応の方向を きめた。
基本的 にはアイシ ン精機 の内製が復旧す るように.支援 をする。 しか し,そ れ
まで,時 間がかか るた め,ト ヨタの協力会の部品 メー カーを中心に緊急代替生
産を依頼す る。それ まで は,限 られてい るものの部品の在庫を需要残が多い品
種 に回 した り,海 外生産川 の部品 を先ず国内生産 に回す とい う手法を用.いて,
被害 を最小 限に抑 える とい うことてあ る。.
トヨタの この対 応 の方針 は どのよ うに成 果をあげたのか をPVとTM/Cの.
代替生 産の推移 を通 じてみ てみ よ う。
図3と 図4か ら,揚 蓋会 による代替生産量 を緊急対応の成果 と して,ま たア
イシン精機 の内製 による増 産を暫定対応の成果 としてそれぞれみなすな らば,
次の2点 の特徴が分か る。
第一 に,緊 急対応 と暫定対応 の成果の和 は全体の成果の中心的な部分をな し
てい る。
第二 に,緊 急対応 は過渡 的に現れ てい て,最 終的 に暫定対応に帰着 してい る。
この2点 か ら,ト ヨタの迅速 な全社的対応 は危機対応 において 主要な役割を
果た した と思 われ る。
お わ り に
以上の内容から次の点が明らかになった。














ただ し,代替生産に参加 した部品メーカーの現場における技術力 と労働の調
整が前提条件になる。この点については今後の課題にしたい。
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